
（別紙２）平成23年４月27日付課法４－10ほか３課共同「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律に係る法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」（法令解釈通達）のうち、次表の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄に掲げるように改正する。 
（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前 
(１ 震災損失の繰戻しによる還付請求書) (１ 震災損失の繰戻しによる還付請求書) 

 

 

 

 

 

 

 

 

      震災損失の繰戻しによる還付請求書 ※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

        税務署長殿 

（ フ リ ガ ナ ）   

法 人 名 等 
 

納 税 地 

〒 

 

     電話(   )    －     

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名                        ○印 

連 絡 先 
〒 

     電話(   )    －     

期 末 現 在 の 

資 本 金 等 の 額 

                       円 

 
   
  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第 15 条の規定に基づき下記のとおり震災損失の繰戻し

による法人税額の還付を請求します。 
                           記 

震 災 欠 損 

事 業 年 度 

自 平成  年  月  日  確 定 

至 平成  年  月  日  中 間 

還 付 所 得 

事 業 年 度 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区            分  請 求 金 額  ※  金    額 

震災欠損
事業年度
の繰戻対
象震災損
失金額 

繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額 １   

同 上 の う ち 還 付 所 得 事 業 年 度 に 
繰 り 戻 す 繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額 

２   

還付所得
事業年度
の所得金
額 

所 得 金 額 ３   

既に震災損失又は欠損金の繰戻しを行った金額  ４   

差 引 所 得 金 額  (３)－(４) ５   

還付所得
事業年度
の法人税
額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額 ６ ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額  ７   

控 除 税 額 ８   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額 ９   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 10   

リ ー ス 特 別 控 除 取 戻 税 額 11   

法人税額 (６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)  12   

既に震災損失又は欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額  13   

差 引 法 人 税 額  ( 1 2 ) － ( 1 3 ) 14   

還 付 金 額  (14)×(２)／(５) 15   

請 求 期 限 平成  年  月  日 確定申告書等提出年月日  平成  年  月  日 

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 

      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号            
 

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等               

 

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印 

 
 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 

整

理

簿 

 備考  通信日付印 
年   月  

日 

確認

印 
   

 

26.06改正 

申 告 書 

 

      震災損失の繰戻しによる還付請求書 ※整理番号  

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

        税務署長殿 

（ フ リ ガ ナ ）   

法 人 名 等 
 

納 税 地 

〒 

 

     電話(   )    －     

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名                        ○印 

連 絡 先 
〒 

     電話(   )    －     

期 末 現 在 の 

資 本 金 等 の 額 

                       円 

 
   
  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第15条の規定に基づき下記のとおり震災損失の繰戻

しによる法人税額の還付を請求します。 
                           記 

震 災 欠 損 

事 業 年 度 

自 平成  年  月  日  確 定 

至 平成  年  月  日  中 間 

還 付 所 得 

事 業 年 度 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区            分  請 求 金 額  ※  金    額 

震災欠損
事業年度
の繰戻対
象震災損
失金額 

繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額 １   

同 上 の う ち 還 付 所 得 事 業 年 度 に 
繰 り 戻 す 繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額 

２   

還付所得
事業年度
の所得金
額 

所 得 金 額 ３   

既に震災損失又は欠損金の繰戻しを行った金額  ４   

差 引 所 得 金 額  (３)－(４) ５   

還付所得
事業年度
の法人税
額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額 ６ ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額  ７   

控 除 税 額 ８   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額 ９   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 10   

リ ー ス 特 別 控 除 取 戻 税 額 11   

法人税額 (６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)  12   

既に震災損失又は欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額  13   

差 引 法 人 税 額  ( 1 2 ) － ( 1 3 ) 14   

還 付 金 額  (14)×(２)／(５) 15   

請 求 期 限 令和  年  月  日 確定申告書等提出年月日  平成・令和  年  月  日 

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 

      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号             

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等               

 

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印  

 
 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 

整理

簿 
 備考  通信日付印 年  月  日 

確認

印 
   

 

01.06改正 

申 告 書 



改 正 後 改 正 前 
(３ 震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書) (３ 震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書) 

 

 

 

 

 

 

 

（正 本）                      法第     号 

納 

税 
地 

 
令和  年  月  日 

法 
人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

 
平成                         自 平成  年  月  日 

貴法人から      年  月  日付でされた（震災欠損事業年度） 
令和                         至 平成  年  月  日 

 
        自 平成  年  月  日 

（還付事業年度）              についての震災損失の繰戻しによる還付請求につい 
         至 平成  年  月  日  
 

ては、調査した結果、下記理由により請求（の一部）に理由がないと認められるので通知します。 

 

                   記 

 （理由）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
 

 

 

01.06 改正  

（

規

格

Ａ

４

） 

（正 本）                      法第     号 

納 

税 
地 

 
平成  年  月  日 

法 
人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

 
自 平成  年  月  日 

貴法人から平成  年  月  日付でされた（震災欠損事業年度） 
至 平成  年  月  日 

 
        自 平成  年  月  日 

（還付事業年度）              についての震災損失の繰戻しによる還付請求につい 
         至 平成  年  月  日  
 

ては、調査した結果、下記理由により請求（の一部）に理由がないと認められるので通知します。 

 

                   記 

 （理由）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
 

 

 
 
23.04 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 
(４ 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求書) (４ 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求書) 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求書 
※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

        税務署長殿 

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 名 等 
 

納 税 地 
〒 

 

     電話(   )    －     
（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名                        ○印 

連 絡 先 
〒 

     電話(   )    －     

期 末 現 在 の 

資本金等の額  

                       円 

 

   
  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第23 条の規定に基づき下記のとおり震災損失の繰戻

しによる法人税額の還付を請求します。 
                           記 

震 災 欠 損 

連結事業年度 

自 平成  年  月  日  確 定 

至 平成  年  月  日  中 間 

還 付 所 得 

連結事業年度 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区            分  請 求 金 額  ※  金    額 

震災欠損
連結事業
年度の繰
戻対象震

災損失金
額 

繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額  １   

同上のうち還付所得連結事業年度に 
繰り戻す繰戻対象震災損失金額  

２   

還付所得連

結事業年度

の連結所得

金額 

連 結 所 得 金 額  ３   

既に震災損失又は連結欠損金の繰戻しを行った金額  ４   

差 引 連 結 所 得 金 額  (３)－(４) ５   

還付所得
連結事業
年度の法
人税額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額  ６ ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 ７   

控 除 税 額 ８   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額  ９   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 10   

リ ー ス 特 別 控 除 取 戻 税 額 11   

法人税額 (６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)  12   

既に震災損失又は連結欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額  13   

差 引 法 人 税 額  (12)－(13) 14   

還 付 金 額 (14)×(２)／(５) 15   

請 求 期 限 令和  年  月  日 連結確定申告書等提出年月日  平成・令和  年  月  日 

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 
      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号            
 

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 
郵便局名等               

 

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印  

 
 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 

整理

簿 
 備考  通信日付印 年  月  日 

確認

印 
   

  
01.06改正 

申 告 書 

 

 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求書 
※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

        税務署長殿 

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 名 等 
 

納 税 地 
〒 

 

     電話(   )    －     
（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名                        ○印 

連 絡 先 
〒 

     電話(   )    －     

期 末 現 在 の 

資本金等の額  

                       円 

 

   
  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第23条の規定に基づき下記のとおり震災損失の繰戻

しによる法人税額の還付を請求します。 
                           記 

震 災 欠 損 

連結事業年度 

自 平成  年  月  日  確 定 

至 平成  年  月  日  中 間 

還 付 所 得 

連結事業年度 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区            分  請 求 金 額  ※  金    額 

震災欠損

連結事業

年度の繰

戻対象震

災損失金

額 

繰 戻 対 象 震 災 損 失 金 額  １   

同上のうち還付所得連結事業年度に 
繰り戻す繰戻対象震災損失金額  

２   

還付所得連

結事業年度

の連結所得

金額 

連 結 所 得 金 額  ３   

既に震災損失又は連結欠損金の繰戻しを行った金額  ４   

差 引 連 結 所 得 金 額  (３)－(４) ５   

還付所得
連結事業
年度の法
人税額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額  ６ ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 ７   

控 除 税 額 ８   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額  ９   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 10   

リ ー ス 特 別 控 除 取 戻 税 額 11   

法人税額 (６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)  12   

既に震災損失又は連結欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額  13   

差 引 法 人 税 額  (12)－(13) 14   

還 付 金 額 (14)×(２)／(５) 15   

請 求 期 限 平成  年  月  日 連結確定申告書等提出年月日  平成  年  月  日 

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 

      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号            
 

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等               

 

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印  

 
 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 

整理

簿 
 備考  通信日付印 年  月  日 

確認

印 
   

  
26.06改正 

申 告 書 



改 正 後 改 正 前 
(６ 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書) (６ 連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書) 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（正 本）                      法第     号 

納 

税 

地 

 
平成  年  月  日 

法 

人 

名 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

 
                                   自 平成  年  月  日 

貴法人から平成  年  月  日付でされた(震災欠損連結事業年度) 
                                至 平成  年  月  日 
 
        自 平成  年  月  日 

(還付連結事業年度)             についての連結法人の震災損失繰戻しによる還付請求 
         至 平成  年  月  日  
 

については、調査した結果、下記理由により請求(の一部)に理由がないと認められるので通知します。 

 

記 

 （理由）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
 

 

 

23.04 

（

規

格

Ａ

４

）

（正 本）                      法第     号 

納 

税 

地 

 
令和  年  月  日 

法 

人 
名 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

連結法人の震災損失の繰戻しによる還付請求（の一部）に理由がない旨の通知書 

 
平成                         自 平成  年  月  日 

貴法人から    年  月  日付でされた(震災欠損連結事業年度) 
    令和                         至 平成  年  月  日 
 
       自 平成  年  月  日 

(還付連結事業年度)               についての連結法人の震災損失繰戻しによる還付請求 
        至 平成  年  月  日  
 

については、調査した結果、下記理由により請求(の一部)に理由がないと認められるので通知します。 

 

記 

 （理由）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
 

 

 
 

01.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 
(７ 先行取得資産に係る買換えの特例の適用に関する届出書) (７ 先行取得資産に係る買換えの特例の適用に関する届出書) 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
先行取得資産に係る買換えの特例の 

適用に関する届出書（震災特例法 19、27） 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

      税務署長殿 

提出法人 

納 税 地 

〒 

 

     電話(   )    －     
□ 

連 

結 

親 

法 

人 

□ 

単 

体 

法 

人 

（フリガナ）  

法 人 名 等 
 

法 人 番 号 
 
             
             

（フリガナ） 
 

 

代 表 者 氏 名                     ○印 

代 表 者 住 所 
〒 

 

事 業 種 目                     業 

（
届
出
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
） 

連

結

子

法

人 

（フリガナ）  
※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

整理番号 
 

 
法 人 名 等  

部 門  

本店又は主たる 

事務所の所在地 

〒             （   局   署） 

 

     電話（   ）    －     
決 算 期  

（フリガナ）  
業種番号  

代 表 者 氏 名  

整 理 簿  代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目                       業 回 付 先 
□ 親署 ⇒ 子署 

□ 子署 ⇒ 調査課 
 
   自 平成・令和  年  月  日  
                    (連結)事業年度において取得をした下記の資産につき、 
   至 平成・令和  年  月  日  

                          
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律 

 

  ((先行取得資産がある場合の買換えの特例の適用))の規定の適用を受けたいので、下記のとおり届け出ます。 
 
                           記    

先

行

取

得

資

産 

 種 類    

 規 模    

 所 在 地    

 用 途    

 取 得 年 月 日     年   月   日     年   月   日 年   月   日 

 取 得 価 額 
円 円 円 

 譲渡予定資産の種類    

 そ の 他 参 考 と 

 な る べ き 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印  
 

※税務署 

処理欄 

部 

門 
 

決 算

期 
 

業種 

番号 
 

番 

号 
 

整 理

簿 
 

備 

考 
 

通信 

日付印 
年 月 日 

確認

印 
 

 
01.06改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

第19条 第３項 
第27条 第３項 

 
先行取得資産に係る買換えの特例の 

適用に関する届出書（震災特例法 19、27） 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

      税務署長殿 

提出法人 

納 税 地 

〒 

 

     電話(   )    －     
□ 

連 

結 

親 

法 

人 

□ 

単 

体 

法 

人 

（フリガナ）  

法 人 名 等 
 

法 人 番 号 
 
             
             

（フリガナ） 
 

 

代 表 者 氏 名                     ○印 

代 表 者 住 所 
〒 

 

事 業 種 目                     業 

（
届
出
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
） 

連

結

子

法

人 

（フリガナ）  
※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

整理番号 
 

 
法 人 名 等  

部 門  

本店又は主たる 

事務所の所在地 

〒             （   局   署） 

 

     電話（   ）    －     
決 算 期  

（フリガナ）  
業種番号  

代 表 者 氏 名  

整 理 簿  代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目                       業 回 付 先 
□ 親署 ⇒ 子署 

□ 子署 ⇒ 調査課 
 
   自 平成  年  月  日  
                 (連結)事業年度において取得をした下記の資産につき、 
   至 平成  年  月  日  

                          
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律 

 

  ((先行取得資産がある場合の買換えの特例の適用))の規定の適用を受けたいので、下記のとおり届け出ます。 
 
                           記    

先

行

取

得

資

産 

 種 類    

 規 模    

 所 在 地    

 用 途    

 取 得 年 月 日     年   月   日     年   月   日 年   月   日 

 取 得 価 額 
円 円 円 

 譲渡予定資産の種類    

 そ の 他 参 考 と 

 な る べ き 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印  
 

※税務署 

処理欄 

部 

門 
 

決 算

期 
 

業種 

番号 
 

番 

号 
 

整 理

簿 
 

備 

考 
 

通信 

日付印 
年 月 日 

確認

印 
 

 
27.06改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

第19条 第３項 
第27条 第３項 



改 正 後 改 正 前 
(10 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書) (10 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書) 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

法第     号 

納 
税 

地 

 
令和  年  月  日 

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

特定の資産の買換えの場合における  

特別勘定の設定期間延長認定通知書  

 
貴法人から平成・令和  年  月  日付で申請があった特定の資産の買換えの場合における特別勘定 

 
                                  第 19 条第 1 項の表の第 号該当 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律        
                                   第 27 条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等   

取得しようとする買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

 令和   年    月    日 

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 
01.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

法第     号 

納 
税 

地 

 
平成  年  月  日 

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

特定の資産の買換えの場合における  

特別勘定の設定期間延長認定通知書  

 
貴法人から平成  年  月  日付で申請があった特定の資産の買換えの場合における特別勘定 

 
                                  第 19 条第 1 項の表の第 号該当 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律        
                                   第 27 条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等   

取得しようとする買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 
24.12 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 
(11 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書) (11 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書) 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

法第     号 

納 

税 
地 

 
令和  年  月  日 

法 
人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

 

特 定 の 資 産 の 買 換 え の 場 合 に お け る  

                            
特 別 勘 定 の 設 定 期 間 延 長 却 下 通 知 書  

                         

 
貴法人から平成・令和  年  月  日付でされた特定資産の買換えの場合における特別 

 

勘定の設定期間延長申請については、以下の理由により東日本大震災の被災者等に係る国税関 
 

第 20 条第１項 

係法律の臨時特例に関する法律         に規定する法人の要件に該当しないので、こ 

第 28 条第１項 
 
れを却下したから通知します。 

 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等 

  

 （処分の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

 

01.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

法第     号 

納 

税 

地 

 
平成  年  月  日 

法 

人 
名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

 

特 定 の 資 産 の 買 換 え の 場 合 に お け る  

                            
特 別 勘 定 の 設 定 期 間 延 長 却 下 通 知 書  

                         

 
貴法人から平成  年  月  日付でされた特定資産の買換えの場合における特別勘定 

 

の設定期間延長申請については、以下の理由により東日本大震災の被災者等に係る国税関係 
 

第 20 条第１項 

法律の臨時特例に関する法律         に規定する法人の要件に該当しないので、こ 

第 28 条第１項 
 
れを却下したから通知します。 

 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等 

  

 （処分の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

 
24.12 改正 
 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 
(13 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書) (13 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書) 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

法第     号 

納 
税 

地 

 
令和  年  月  日 

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合 

における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 
貴法人から平成・令和  年  月  日付で申請があった適格分割等を行う場合の特定の資産の買換 

 
                 東日本大震災の被災者等に係る国税  第 19 条第 1 項の表の第 号該当 

えの場合における期中特別勘定                                  
                 関係法律の臨時特例に関する法律  第 27 条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合  対象法人名等   

当該適格分割等に係る分割承継法人等に
おいて取得しようとする買換資産の内容  買換資産を取得することができると認められる日 

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 
01.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

法第     号 

納 
税 

地 

 
平成  年  月  日 

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合 

における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 
貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格分割等を行う場合の特定の資産の買換え 

 
                東日本大震災の被災者等に係る国税  第 19 条第 1 項の表の第 号該当 

の場合における期中特別勘定                                  
                関係法律の臨時特例に関する法律  第 27 条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合  対象法人名等   

当該適格分割等に係る分割承継法人等に
おいて取得しようとする買換資産の内容  買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 
24.12 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 
(16 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合

の設定期間延長認定通知書) 

(16 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の
設定期間延長認定通知書) 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

法第     号 

納 

税 
地 

 
令和  年  月  日 

法 
人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合に 

おいて指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書 

 
貴法人から平成・令和  年  月  日付で申請があった適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い 

 

特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間の延長については、 

 

    東日本大震災の被災者等に係る国税関係  第 19 条第 27 項 
                              の規定により、下記のとおり認定 

    法律の臨時特例に関する法律施行令   第 24 条第 27 項 

 

したので通知します。 

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等   

取得する予定の買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

 令和   年    月    日  

（処分の理由） 

 

 この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
01.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

法第     号 

納 

税 
地 

 
平成  年  月  日 

法 
人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿 

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印     

 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合に 

おいて指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書 

 
貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別 

 

勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間の延長については、 

 

    東日本大震災の被災者等に係る国税関係  第 19 条第 27 項 
                              の規定により、下記のとおり認定 

    法律の臨時特例に関する法律施行令   第 24 条第 27 項 

 

したので通知します。 

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等   

取得する予定の買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 
24.12 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 
（18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （18 復興産業集積区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        



改 正 後 改 正 前 
（19 企業立地促進区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （19 企業立地促進区域における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         



改 正 後 改 正 前 
（20 避難解除区域等における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （20 避難解除区域等における機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         



改 正 後 改 正 前 
（21 復興居住区域における被災者向け優良賃貸住宅の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （21 復興居住区域における被災者向け優良賃貸住宅の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         



改 正 後 改 正 前 
（22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （22 復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        



改 正 後 改 正 前 
（23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） （23 被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表） 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        



改 正 後 改 正 前 
（24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） （24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） （24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 
（24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） （24 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却の償却限度額の計算に関する付表） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        


